
第1章 計画の策定にあたって

1 計画策定の背景と目的
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（３）地域共生社会の実現について

超高齢社会における様々な問題に対応するためには、地域包括ケアシステムの深化・推進

だけでなく、対象分野ごとの福祉サービスを充実させていくとともに、「地域共生社会」を実

現していく必要があります。地域共生社会とは、制度・分野ごとの“縦割り”や「支え手」「受

け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が“我が事”として参画し、人と人、

人と資源が世代や分野を超えて“丸ごと”つながることで、住民一人一人の暮らしと生きが

い、地域を共に創っていく社会のことです。

「地域共生社会」実現の全体像イメージ

資料：厚生労働省資料をもとに作成

２ 計画の位置づけ

（１）法的位置づけ

高齢者保健福祉計画は、老人福祉法第 条の８の規定に基づく「市町村老人福祉計画」と

して策定する計画です。また、介護保険事業計画は、介護保険法第 条の規定に基づく「市

町村介護保険事業計画」として策定する計画です。

○「老人福祉法」から抜粋

（市町村老人福祉計画）

第二十条の八 市町村は、老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業（以下「老人

福祉事業」という。）の供給体制の確保に関する計画（以下「市町村老人福祉計画」という。）

を定めるものとする。

○「介護保険法」から抜粋

（市町村介護保険事業計画）

第百十七条 市町村は、基本指針に即して、三年を一期とする当該市町村が行う介護保険事

業に係る保険給付の円滑な実施に関する計画（以下「市町村介護保険事業計画」という。）

を定めるものとする。

●住民相互の支え合い機能を強化、公的支援と協

働して、地域課題の解決を試みる体制を整備

●複合課題に対応する包括的相談支援体制の構築

●地域福祉計画の充実

●高齢者だけでなく、生活上の困難を抱える方へ

の包括的支援体制の構築

●共生型サービスの創設

●地域保健の推進機能の強化、保健福祉横断的な

包括的支援のあり方の検討

●多様な担い手の育成・参画、民間資金活用の推

進、多様な就労・社会参加の場の整備

●地域資源（耕地放棄地、環境保全など）と丸ご

とつながることで地域に「循環」を生み出す先

進的取組を支援

●対人支援を行う専門資格に共通の基礎課程創設

の検討

●福祉系国家資格を持つ場合の保育士養成課程・

試験科目の一部免除の検討

地域課題の解決力の強化 地域を基盤とする包括的支援の強化

地域丸ごとのつながりの強化 専門人材の機能強化・最大活用

「「地地域域共共生生社社会会」」のの実実現現

2 計画の位置づけ

（３）地域共生社会の実現について

（１）法的位置づけ

（１）これまでの高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

第７期計画では、第６期計画を踏まえ、地域包括ケアシステムの推進に向けた取組が進めら

れ、地域共生社会の実現を目指した計画策定が行われました。

「地域包括ケアの推進」をさらに深め、地域共生社会の実現へ向けた体制整備の移行期間で

あるとともに、介護保険制度の持続可能性の確保に取り組んでいます。

第７期介護保険事業計画までの国による制度改定の経過

（２）地域包括ケアシステムについて

高齢者ができる限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを続けられるよう、地域包括ケ

アシステムを深化・推進していくことが重要です。地域包括ケアシステムとは、医療・介

護・予防・生活支援・住まいが一体的に提供される体制のことです。

第１期（平成 ～ 年度）

第２期（平成 ～ 年度）

第３期（平成 ～ 年度）

第４期（平成 ～ 年度）

第５期（平成 ～ 年度）

第６期（平成 ～ 年度）

第７期（平成 ～令和２年度）

介護保険制度の創設・老人保健福祉計画と一体策定

新予防給付、地域包括支援センターと地域支援事業、

地域密着型サービスの創設

高齢者医療確保法施行

団塊の世代が 歳以上となる令和７年を目途に、医

療介護総合確保推進法の施行

地域包括ケアシステムの推進及び介護保険制度の持続

可能性の確保への取組

（１） これまでの高齢者保健福祉計画・介護険事業

（２） 地域包括ケアシステム について
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（３）地域共生社会の実現について

超高齢社会における様々な問題に対応するためには、地域包括ケアシステムの深化・推進

だけでなく、対象分野ごとの福祉サービスを充実させていくとともに、「地域共生社会」を実

現していく必要があります。地域共生社会とは、制度・分野ごとの“縦割り”や「支え手」「受

け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が“我が事”として参画し、人と人、

人と資源が世代や分野を超えて“丸ごと”つながることで、住民一人一人の暮らしと生きが

い、地域を共に創っていく社会のことです。

「地域共生社会」実現の全体像イメージ

資料：厚生労働省資料をもとに作成

２ 計画の位置づけ

（１）法的位置づけ

高齢者保健福祉計画は、老人福祉法第 条の８の規定に基づく「市町村老人福祉計画」と

して策定する計画です。また、介護保険事業計画は、介護保険法第 条の規定に基づく「市

町村介護保険事業計画」として策定する計画です。

○「老人福祉法」から抜粋

（市町村老人福祉計画）

第二十条の八 市町村は、老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業（以下「老人

福祉事業」という。）の供給体制の確保に関する計画（以下「市町村老人福祉計画」という。）

を定めるものとする。

○「介護保険法」から抜粋

（市町村介護保険事業計画）

第百十七条 市町村は、基本指針に即して、三年を一期とする当該市町村が行う介護保険事

業に係る保険給付の円滑な実施に関する計画（以下「市町村介護保険事業計画」という。）

を定めるものとする。

●住民相互の支え合い機能を強化、公的支援と協

働して、地域課題の解決を試みる体制を整備

●複合課題に対応する包括的相談支援体制の構築

●地域福祉計画の充実

●高齢者だけでなく、生活上の困難を抱える方へ

の包括的支援体制の構築

●共生型サービスの創設

●地域保健の推進機能の強化、保健福祉横断的な

包括的支援のあり方の検討

●多様な担い手の育成・参画、民間資金活用の推

進、多様な就労・社会参加の場の整備

●地域資源（耕地放棄地、環境保全など）と丸ご

とつながることで地域に「循環」を生み出す先

進的取組を支援

●対人支援を行う専門資格に共通の基礎課程創設

の検討

●福祉系国家資格を持つ場合の保育士養成課程・

試験科目の一部免除の検討

地域課題の解決力の強化 地域を基盤とする包括的支援の強化

地域丸ごとのつながりの強化 専門人材の機能強化・最大活用

「「地地域域共共生生社社会会」」のの実実現現

2 計画の位置づけ

（３）地域共生社会の実現について

（１）法的位置づけ

（１）これまでの高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

第７期計画では、第６期計画を踏まえ、地域包括ケアシステムの推進に向けた取組が進めら

れ、地域共生社会の実現を目指した計画策定が行われました。

「地域包括ケアの推進」をさらに深め、地域共生社会の実現へ向けた体制整備の移行期間で

あるとともに、介護保険制度の持続可能性の確保に取り組んでいます。

第７期介護保険事業計画までの国による制度改定の経過

（２）地域包括ケアシステムについて

高齢者ができる限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを続けられるよう、地域包括ケ

アシステムを深化・推進していくことが重要です。地域包括ケアシステムとは、医療・介

護・予防・生活支援・住まいが一体的に提供される体制のことです。

第１期（平成 ～ 年度）

第２期（平成 ～ 年度）

第３期（平成 ～ 年度）

第４期（平成 ～ 年度）

第５期（平成 ～ 年度）

第６期（平成 ～ 年度）

第７期（平成 ～令和２年度）

介護保険制度の創設・老人保健福祉計画と一体策定

新予防給付、地域包括支援センターと地域支援事業、

地域密着型サービスの創設

高齢者医療確保法施行

団塊の世代が 歳以上となる令和７年を目途に、医

療介護総合確保推進法の施行

地域包括ケアシステムの推進及び介護保険制度の持続

可能性の確保への取組

（１） これまでの高齢者保健福祉計画・介護険事業

（２） 地域包括ケアシステム について
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４ 策定体制

（１）策定体制

本計画の策定にあたっては、本市関係部課の職員で構成する「真岡市高齢者保健福祉計画及

び介護保険事業計画策定委員会専門部会」において原案を作成し、関係部課長で構成する「真

岡市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会」で検討を加えました。また、関係

者及び市民の意見を広く聴取するため、地域の関係団体・機関や市民の代表等により構成さ

れる「真岡市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定懇話会」を設置し、本計画に係る

ご意見・ご審議をいただきながら、検討・策定を進めました。さらに、市民から幅広い意見

を募集するため、計画案に対するパブリックコメントを実施しました。

（２）アンケート調査の実施

介護の実態や施策ニーズ、事業者の意向等を把握し、計画策定の参考とするため、次のアン

ケート調査を実施しました。

①介護予防・日常生活圏域ニーズ調査

②在宅介護実態調査

③事業所調査

５ 日常生活圏域の設定

（１）「日常生活圏域」とは

「日常生活圏域」とは、介護保険事業計画において、市町村が「その住民が日常生活を営ん

でいる地域」として、地理的条件、人口・交通事情その他の社会的条件、介護給付等対象サー

ビスを提供するための施設の整備の状況、その他の条件を総合的に勘案して定めるものです。

「日常生活圏域」はそれぞれの市町村において、小学校区、中学校区、旧行政区、住民の生

活形態、地域づくりの単位等、面積や人口だけでなく、地域の特性等を踏まえて設定するこ

ととされています。

（２）本市の日常生活圏域の設定について

本市の「日常生活圏域」については、真岡圏域、

山前圏域、大内圏域、中村圏域、二宮圏域（久下田

地区、長沼地区、物部地区）の５つの圏域とし、各

圏域における地域特性と課題の把握に努め、地域密

着型サービスの計画的な整備等に努めます。

4 策定体制

5 日常生活圏域の設定

（１） 策定体制

（２）アンケート調査の実施

（１）「日常生活圏域」とは

（２）本市の日常生活圏域設定について
大内圏域

山前圏域

真岡圏域

二宮圏域

中村圏域

（２）他の計画との関係

本市では、高齢者福祉施策と介護保険施策を総合的に推進するため、２つの計画を一体化し

た計画として、「第８期真岡市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」を策定します。

市の上位計画等との関係は、次の図のとおりです。

他の計画との関係

３ 計画期間

介護保険事業計画は、介護保険法に基づき、３年を１期とする計画の策定が義務づけられて

います。第８期の計画期間は、令和３年度から令和５年度までの３年間です。

（年度）

平成 ～平成 平成 ～令和２ 令和３～令和５ 令和６～令和８ 令和９～令和

第第８８期期真真岡岡市市高高齢齢者者保保健健福福祉祉計計画画・・

介介護護保保険険事事業業計計画画

真岡市健康 プラン

真岡市障がい者計画・障がい福祉計画

真岡市総合計画

真岡市地域福祉計画・地域福祉活動計画

介護保険事業計画基本指針

○ 栃木県高齢者支援計画「はつらつプラン 」

○ 栃木県保健医療計画

国

○

県

第６期計画 第７期計画 第第８８期期計計画画 第９期計画 第 期計画

団塊の世代が 歳以上となる

令和７年を見据えた計画の推進

令和７年に加えて、団塊ジュニア世代が

歳以上となる令和 年を見据えた計画の推進

市のその他の関連計画

（地域防災計画 等）

3 計画期間

（２）他の計画との関係
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４ 策定体制

（１）策定体制

本計画の策定にあたっては、本市関係部課の職員で構成する「真岡市高齢者保健福祉計画及

び介護保険事業計画策定委員会専門部会」において原案を作成し、関係部課長で構成する「真

岡市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会」で検討を加えました。また、関係

者及び市民の意見を広く聴取するため、地域の関係団体・機関や市民の代表等により構成さ

れる「真岡市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定懇話会」を設置し、本計画に係る

ご意見・ご審議をいただきながら、検討・策定を進めました。さらに、市民から幅広い意見

を募集するため、計画案に対するパブリックコメントを実施しました。

（２）アンケート調査の実施

介護の実態や施策ニーズ、事業者の意向等を把握し、計画策定の参考とするため、次のアン

ケート調査を実施しました。

①介護予防・日常生活圏域ニーズ調査

②在宅介護実態調査

③事業所調査

５ 日常生活圏域の設定

（１）「日常生活圏域」とは

「日常生活圏域」とは、介護保険事業計画において、市町村が「その住民が日常生活を営ん

でいる地域」として、地理的条件、人口・交通事情その他の社会的条件、介護給付等対象サー

ビスを提供するための施設の整備の状況、その他の条件を総合的に勘案して定めるものです。

「日常生活圏域」はそれぞれの市町村において、小学校区、中学校区、旧行政区、住民の生

活形態、地域づくりの単位等、面積や人口だけでなく、地域の特性等を踏まえて設定するこ

ととされています。

（２）本市の日常生活圏域の設定について

本市の「日常生活圏域」については、真岡圏域、

山前圏域、大内圏域、中村圏域、二宮圏域（久下田

地区、長沼地区、物部地区）の５つの圏域とし、各

圏域における地域特性と課題の把握に努め、地域密

着型サービスの計画的な整備等に努めます。

4 策定体制

5 日常生活圏域の設定

（１） 策定体制

（２）アンケート調査の実施

（１）「日常生活圏域」とは

（２）本市の日常生活圏域設定について
大内圏域

山前圏域

真岡圏域

二宮圏域

中村圏域

（２）他の計画との関係

本市では、高齢者福祉施策と介護保険施策を総合的に推進するため、２つの計画を一体化し

た計画として、「第８期真岡市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」を策定します。

市の上位計画等との関係は、次の図のとおりです。

他の計画との関係

３ 計画期間

介護保険事業計画は、介護保険法に基づき、３年を１期とする計画の策定が義務づけられて

います。第８期の計画期間は、令和３年度から令和５年度までの３年間です。

（年度）

平成 ～平成 平成 ～令和２ 令和３～令和５ 令和６～令和８ 令和９～令和

第第８８期期真真岡岡市市高高齢齢者者保保健健福福祉祉計計画画・・

介介護護保保険険事事業業計計画画

真岡市健康 プラン

真岡市障がい者計画・障がい福祉計画

真岡市総合計画

真岡市地域福祉計画・地域福祉活動計画

介護保険事業計画基本指針

○ 栃木県高齢者支援計画「はつらつプラン 」

○ 栃木県保健医療計画

国

県

第６期計画 第７期計画 第第８８期期計計画画 第９期計画 第 期計画

団塊の世代が 歳以上となる

令和７年を見据えた計画の推進

令和７年に加えて、団塊ジュニア世代が

歳以上となる令和 年を見据えた計画の推進

市のその他の関連計画

（地域防災計画 等）

3 計画期間

（２）他の計画と関係
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第２章 高齢者を取り巻く現状

１ 人口・世帯等の状況

（１）総人口の推移

本市の総人口は減少傾向にあり、令和２年には 人となっています。

年少人口と生産年齢人口は減少傾向となっていますが、老年人口は一貫して増加傾向にあり、

こうした傾向は令和３年以降も続く見込みとなっています。

年齢３区分別人口の推移

資料：令和２年までは住民基本台帳、令和３年以降はコーホート変化率法�による推計値（各年９月末現在）

�コーホート変化率法…各歳の年齢層（コーホートと呼びます）が次の年にどれくらい変化するか（例：男女別に 歳→

歳、 → 歳・・・と、年齢ごとの変化率）を計算しその変化率が将来も続くと仮定し、年齢ごとに推計を行う方

法です。

平成 年 平成 年 平成 年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和７年

（ 年）

令和 年

（ 年）

（人）
←実績値 推計値→

０～ 歳（年少人口） ～ 歳（生産年齢人口） 歳以上（老年人口）

第８期計画期間

1 人口・世帯等の状況

（１）総人口の推移

第 2章 高齢者を取り巻く現状日常生活圏域別人口・世帯等の状況

真岡圏域 山前圏域 大内圏域 中村圏域 二宮圏域 市全体

人口

世帯数

高齢者のみ世帯

高齢者一人暮らし世帯

高齢者人口

（高齢化率） （ ％） （ ％） （ ％） （ ％） （ ％） （ ％）

前期高齢者人口

（人／％） （ ％） （ ％） （ ％） （ ％） （ ％） （ ％）

後期高齢者人口

（人／％） （ ％） （ ％） （ ％） （ ％） （ ％） （ ％）

要介護認定者数

（認定率） （ ％） （ ％） （ ％） （ ％） （ ％） （ ％）

資料：人口、世帯数、高齢者人口は、住民基本台帳（令和２年４月１日現在）

要介護認定者数は、厚生労働省「介護保険事業状況報告」（令和２年３月末現在）

高齢者のみ世帯数、高齢者一人暮らし世帯数は、民生委員による実態調査（令和２年４月１日見込み数）

６ 国の基本指針

第８期計画においては、第７期計画での目標や具体的な施策を踏まえ、令和７（ ）年

を目指した地域包括ケアシステムの整備、現役世代がさらに急減する令和 （ ）年の

双方を念頭に、高齢者人口や介護サービスのニーズを中長期的に見据えた位置づけとなること

が求められます。

第８期計画のポイント

１ ・ 年を見据えたサービス基盤、人的基盤の整備

○ ・ 年を見据え、地域ごとの推計人口等から導かれる介護需要等を踏まえて計画を策定

２ 地域共生社会の実現

○地域共生社会の実現に向けた考え方や取組について記載

３ 介護予防・健康づくり施策の充実・推進（地域支援事業等の効果的な実施）

○自立支援、介護予防・重度化防止に向けた取組の例示として就労的活動等について記載

○高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施について記載

○保険者機能強化推進交付金等を活用した施策の充実・推進について記載 等

４ 有料老人ホームとサービス付き高齢者向け住宅に係る都道府県・市町村間の情報連携の強化

○住宅型有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の設置状況を記載 等

５ 認知症施策推進大綱等を踏まえた認知症施策の推進

○認知症施策推進大綱に沿って、認知症の人ができる限り地域のよい環境で自分らしく暮らし続

けることができる社会の実現を目指すため、普及啓発の取組やチームオレンジの設置及び「通

いの場」の拡充等について記載 等

６ 地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び業務効率化の取組の強化

○介護職員に加え、介護分野で働く専門職を含めた介護人材の確保の必要性について記載 等

７ 災害や感染症対策に係る体制整備

○近年の災害発生状況や、新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえ、これらへの備えの重要性

について記載

資料：社会保障審議会（介護保険部会 第 回）資料をもとに作成

6 国の基本指針

日常生活圏域別人口・世帯等の状況

第８期計画のポイント
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真岡市　高齢者保険福祉計画・介護保険事業計画




